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＜資金助成額＞ 

１申請案件当たり概ね 100 万円～1000 万円となります。ただし、都道府県によって運用が異なる場合

がありますので、詳細は、都道府県にお尋ねください。 

 

＜対象経費＞ 

事業の目的達成に必要なものであれば、幅広い経費が対象となります。例えば、NPO 等の職員の人件

費、施設の整備∑改修等も対象となります。 

 

＜応募について＞ 

モデル事業の応募は以下のいずれかの形で可能です。 

① NPO 等と都道府県や市区町村が連名して応募 

② NPO 等と都道府県∑市区町村等から構成される協議体を設置するなど、行政と連携して応募 

③ 都道府県∑市区町村との連名、または協議体の設置を行わずに応募（３県への震災対応事業の応

募のみ） 

この場合、都道府県∑市区町村の推薦状を提出する必要があります。また、申請するモデル事

業を推進する会議等を設置し、都道府県または市区町村の参加を得る必要があります。また、可

能な限り、複数の NPO 等で連携して応募することが望まれます。 

 

３県以外に事務所を置く NPO 等が３県に震災対応事業を応募する際には、①または②により応募する

か、または、③により応募する場合は事業実施県に事務所を置く地元の NPO 等と連携する等してくださ

い。 

 

上記の内容は、「新しい公共支援事業の実施に関するガイドライン」に基づく本事業の基本的考え方

であり、詳細は都道府県ごとに異なる場合がありますので、応募の際には各都道府県の応募方法等の確

認が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜問い合わせ先等＞ 

新しい公共支援事業の応募等についてのご相談は、各都道府県担当窓口または内閣府で対応いたしま

すので、下記の連絡先までお問い合わせください。 

• 内閣府 政策統括官(経済社会システム担当)付 参事官(社会基盤担当)付 03-3581-0511 
（http://www5.cao.go.jp/npc/unei/jigyou.html）または 

• 各都道府県の担当窓口（巻末参照） 
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都道府県名 

北海道 

青森県 

岩手県 

宮城県 

秋田県 

山形県 

福島県 

茨城県 

栃木県 

群馬県 

埼玉県 

千葉県 

東京都 

神奈川県 

新潟県 

富山県 

石川県 

福井県 

山梨県 

長野県 

岐阜県 

静岡県 

愛知県 

三重県 

滋賀県 

京都府 

大阪府 

兵庫県 

奈良県 

和歌山県 

鳥取県 

島根県 

岡山県 

広島県 

山口県 

徳島県 

香川県 

愛媛県 

高知県 

福岡県 

佐賀県 

長崎県 

熊本県 

大分県 

宮崎県 

鹿児島県 

沖縄県  

 

総合政策部地

環境生活部県

政策地域部Ｎ

環境生活部共

企画振興部地

生活環境部生

企画調整部文

生活環境部生

県民生活部県

NPO・ボランテ

県民生活部Ｎ

環境生活部県

生活文化局都

NPO協働推

県民生活課社

男女参画・ボ

県民文化局県

総務部男女参

企画県民部県

県民協働・Ｎ

環境生活政策

くらし・環境部

県民生活部社

生活・文化部

県民活動生活

府民生活部府

府民文化部男

企画県民部県

くらし創造部

環境生活部県

未来づくり推

環境生活部環

県民生活部県

県民活動課 

環境生活部県

県民環境部県

総務部県民活

県民環境部管

県民生活・男

新社会推進部

男女参画・県

男女参画・県

環境生活部県

消費生活・男

県民政策部生

県民生活局共

環境生活部県

地域づくり支援局

県民生活文化課

ＮＰＯ・文化国際課

共同参画社会推

地域活力創造課

生活文化課県民

文化スポーツ局文

生活文化課県民

県民文化課県民

ティア推進課 

ＮＰＯ活動推進課

県民交流・文化課

都民生活部管理

推進課 NPO支援グ

社会活動推進係

ボランティア課 

県民交流課 

参画・県民活動課

県民生活・男女参

ＮＰＯ課 

策課 

部県民生活課ＮＰ

社会活動推進課

部男女共同参画Ｎ

活課 

府民力推進課 

男女参画・府民協

県民文化局地域

協働推進課 

県民局 NPO・県民

推進局鳥取力創造

環境生活総務課

県民生活交通課

 

県民生活課 

県民との協働課 

活動・男女共同参

管理局県民活動

男女共同参画課 

部社会活動推進

県民協働課ＣＳＯ活

県民協働課 

県民生活局男女

男女共同参画プラ

生活・協働・男女

共生・協働推進課

県民生活課 

担当窓口

局 

課 

課 

推進課 

課 

民活動プロスポーツ

文化振興課 

民運動推進室 

民活動推進室 

課 

課 

理法人課 

グループ 

係 

課 

参画課 

ＰＯ班 

課 

ＮＰＯ室ＮＰＯグル

協働課地域力再生

域協働課協働推進

民活動推進室

造課 

課ＮＰＯ活動推進室

課 

参画課 

動推進課ＮＰＯ・ボ

進課ＮＰＯ・ボランテ

活動支援担当係

女参画・協働推進課

ラザ県民活動支援

女参画課 

課 
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ツ支援室 

ループ 

生グループ 

進室 

室 

ボランティア係 

ティアセンター

係 

課 

援室 

011-204-5483 

017-734-9207 

019-629-5198 

022-211-2576 

018-860-1245 

023-630-2284 

024-521-7179 

029-224-8120 

028-623-3422 

027-226-2291 

048-830-2828 

043-223-4133 

03-5388-3056 

045-312-1121（

025-280-5134 

076-444-9012 

076-225-1365 

0776-29-2522 

055-223-1351 

026-235-7189 

058-272-8203 

054-221-3726 

052-961-8100 

059-222-5981 

077-528-4633 

075-414-4453 

06-6210-9266 

078-341-7711（

0742-27-8715 

073-441-2369 

0857-26-7071 

0852-22-5096 

086-226-7287 

082-513-2724 

083-933-2614 

088-621-2023 

087-832-3174 

089-912-2305 

088-823-9769 

092-631-4411 

0952-25-7374 

095-895-2314 

096-333-2286 

097-534-2052 

0985-26-7048 

099-286-2241 

098-866-2187 

電話 
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